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て,沖縄 ・兵庫の2製油所を閉鎖(04年春予定)し ,過剰な精製能力を処理 し
ようとしている。また,出 光興産沖縄製油所の閉鎖後もタンクは残し,これを
油槽所 として新日本石油と共同利用するという提携も予定されており(同 じく
04年春予定),新口本石油はこの提携を利用 して沖縄油槽所を閉鎖 し,や はり
過剰になっている設備 を処理 しようとしているのである3}。ほぼすべての石油
企業が リス トラクチャリングによって過剰な生産設備を処理することを迫られ
ている現状では,新 日本石浦 ・出光興産の提携に見られたように,資本提携 を
1)エ クソン=モ ー ピル系,新 日本石油(旧 日石三菱)=コ スモ石油系,出 光興産系,ジ ャバ ンエ
ナ ジー=昭 和 シェル系,で あ る,,
2)た だ し,出光興産 と(旧)日本石油 との問で は以前か ら(1996年10月～)物 流提携 は行われてい




ところで,こ のような設備の共同利用による石油産業の再編 ・統合 ・集約は,
40年ほど前に先例が存在したのであった。それは,拙稿41において明らかにし
てきた 「共同石油グループ」の成立から展開までの過程である。
















4)拙 稿 「石 油業 法か ら共 販会社構 想へ」 『経 済論叢』 第170巻第2号,2002年8月,「共 同石油
(グルーブ)の 成立」 『経 済論叢』 第170巻第5・6号.2002年llq2月,「共同石油グループの展
開」『経 済論叢』 第171巻第4号,2003年4月.1
5)「共同石油 グルー プ」 とは,共 同石紬 とい う新会社の設立に参加 ・関連 し,い わゆ'る「共 同石
油系」 とされ た諸企業の総称であ る。 この共1司石油グループは,共 同石油本社 とこれに参加 した
諸企業 との間で,親 会杜 ・子会社 とい う関係が成立 していた訳で はない,つ ま り親会祉の事業を
中心 として形成 され る親子 関係型の 「企業 グループ」(下谷政弘 『〕本の 系列 と企業 グルー ブ』









には有利であったが.そ れが低い石油企業,特 にコンビナー ト・リファイナ
リーの製油所 に依存 した企業には不利であった71,,共同石油グループ各社はこ
うした影響を直接的に受け,さ らに,共同石油グルーブ全体 としての販売能力
の問題 も抱え,製油所の稼動率は低迷 し,コ ス トの負担は莫大なものになった、,





いった手段で乗 り切ろうとした側面を中心に検討する8,、そ して,そ こに見 ら
れた共同石油 グループ各社の戦略のあり方について考察する。
6)コ ンビナー ト・リファイナ リーの石油政策における位置づ けにつ いては,寺[[1隆至 「石油業法
と産業組織の変化」『函大商学論割 第35輯第2号 .2003年3月.を参照。
7)「コ ンビナー ト・リファイナ リーは,石 油化学がナ フサ を,そ して重油 を電 力会杜 が,そ れぞ
れ 『安い』 価格で安 定的に確保す るための簡易 トッピングであ り,併 産 され る中間留分は近接す
る石油精製企業に割安な価格で供給す るとい う形で操業 され る運命 にあ ったか ら,当 初か らその
経営にはかな りの不安が もたれてい た,・果たせるか な・第1次 石油危機以後.そ のナ フサ とC重
油の価格が不 当に安 く押 さえられたか ら,た ちまちこれ らコン ビナー ト ・リファイナ リーは経 営
に破綻 を来 し,石 油行政 の大 きなお荷物 となっていった」、,石油問題研究会 『1」本 の石油産 業』
新U本 出版 杜,1986年,101-102ベージ。
8)本 稿では,経 営悪化 の原因 とな った石油危機下 において,さ らに通産省に より設定され た指導
価格体系下 において、いかに して他企業 との差別化 を図 り利潤追求 を行 うか,と いった競争戦略
の側 面につ いての分析 は捨象 され.増 資 ・株式相互持 ち合い ・経 営権をめ ぐる株式 の移譲 などの
企業 閲関係 ・資本の側面を中心に検討 してい る。個別石油企業の競争戦略 の側1酊につい て分析す
ることは,石 油関連の諸企業についての類型分析 とその総合 とによ る石抽 産業 の全体構造の把握
と,そ の全体構造 において当該企業がいかに位置付いているのか とい う分析 を前提 に して,は じ




















一 一 一 31,5002 ,10051,60063.8%一 一 一 一
レギュラー 一 一 一 一 26,70017,10043,8006些,脇 一
一 一 一
ガソリン 平均 8,9002,400lL30027.O%一 一 一 一 51,2002,FOO53,7004.9%
ナ フザ 6,000一 * 一 122008,0002 ,20065.6%26,0003,70029,700142%
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灯 油 その他 一 一 一 一 16,90010,60027,50062.7%一 一
一 一




B重 油 7,5008008,3001 .7%11,2007,30018,50065.2%2,1002,50024,6αD11.3%
C重II蝋齢),謝 一 一 一 一 一 一 一
一 29,300400四,7DO1.4%
C重 溜嚇 分3,嘲 一 一 一 一 一 一
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*は実施後 の新価 格が5900～6000円であ る。
石湘連盟 『戦 後石 油産業 史」石油連盟.1985年,243ベー ジを もとに作成。
II共同石油グループ内での増資問題
第1次 石油危機時,通 産省による指導価格(第1表 を参照)は 全体 と して低
い水準で設定 され ていた。 しか も,価 格体系の中身を見 ると,1klあた りで ハ
イオクガ ソリンの価格が5万1600円,レギ ュラー ガソリンであ って も4万3800
円 とな っているのに対 して,A重 油が2万5300円,B重 油やC重 油にいた って
はそれぞれ1万8500円・1万9400円とされてお り,重 油価格 はガソリン価格よ
りも相当 に低い水準 で設定 され ていた。つ ま り,こ の価格体系 は,ガ ソリン販
38(38)第174巻 第1号















注:各 シェアは,小 数点以下2桁 を四捨 五フ、した。
出所 ・共同石拙20年史編纂委員会 『共同石油20年史』共同石油株式会社,[988年,482-483べ一
ジ,よ りイ乍成.
売比率 の高 い企業 には有利 にはた ら くが,そ れが低 い石油企業,特 にコ ンビ
ナー ト ・リフ ァイナ リーの製油所 に依存 した企業 には ひじょうに不利 に作用す
るもので あった。
1975年度の共同石油 グループの油種別販売量の割合(第2表)を み る と,ガ
ソリンは全体の12,1%を占めていたの に対 して,C重 油 は43.7%ともっとも大
きな比重 を占めて いた。 全国平均 では ガ ソ リンは13.5%,C重油 は39.1%と
なってい ることと比較す る と,共 同石油 グループは もっ とも利益 を出す ことの
で きるガソリンの販売比率で は全国平均 よ りも下回 り,利 益の出 ないC重 油に
おいては全 国平均 よ りも相当 に上回 っていたことが分か る、,共同石油 グルー プ
は コンビナー ト・リフ ァイナリーによってC重 油の販売比率が高 く.利 益 を ヒ
げに くい収益構造 になっていたのであった。共同石油 グルー プ各社 は こうした
影響 を直接的 に受 け,さ らに,共 同石油 グルー プ全体 と しての販売能力 の問題
も抱 え,製 油所の稼動率は低迷 し,コ ス トの負担は莫大 な ものになっていた、,
鹿島石油,東 亜共石.ア ジア共石の 各杜は,増 資 とい う手段 によって この危
機 を乗 り越 えようとした。 しか し,こ れを実施に移す こ とには様々な困難が牛
じた=以 下では,こ れ ら3社 の増資問題 につ いて見 てい くこととす る。
共同石油 グルー ブの解体 (39)39
1鹿 島石油における増資問題
鹿 島石 油は,1967年10月,資本金7億5000万円で設立され,そ の後,増 資を
た びたび行 った。その結果,資 本金 は,68年6月 に15億円,69年5月 に45億円,
70年6月に60億円.72年2月 に80億円へ と増加 した。鹿島石油 の こうした増資
によ って も,当 初の出資比率は共同石 油30%,大協 石油25%,三菱 油化30%,
東京電力15%のままで 変わ ることはなか った。 しか し,73年11月にお ける100
億円への増資では,大 協石油はこの増資の副 り当て分を引き受けた後,鹿 島石
油の資本の3.4%分を共同石油へ譲渡した%
鹿島石油は,第1次 石油危機後.ナ フサ とC重油の需要の低迷や石油価格体
系の変化により経営が悪化 し.1974年3月期に,お よそ159億円の赤字を計上
した。このため,75年3月,打開策として資本金を150億円とする増資を行っ




東亜共石は,1973年6月,資 本金15億円で設立された。 その後,東 亜共石 は,
74年10月に30億円,75年3月 に60億円へ と増資 を行 った。 この増資 よ り.伊 藤
忠商事が株主 として参加 し.東 亜共石の株主構成 は,共 同石浦33.3%,東亜石
油49.2%,伊藤忠商事12.5%,アラ ビァ石油5、0%とな った。
東亜共石は.第1次 石油危機後,石 油製品需要の縮小,操 業率 の低下,金 利
負担,過 剰用船な どで.経 営 は危機状態 にあ った,,また,東 亜石油 も 川崎製
油所 の ガス化脱硫装置へ の投 資(約800億円)と 過剰 川船 に よって,経 営が悪
化 していた、,東亜共石 は,1976年度決算 において,累 積赤字376億200万円(実
9)こ れによ り,鹿 島石油への出資比率は,共 同石油33.4%,大協石油2L6%.三菱油化3り%,東
京電力15%となった。 しか し,鹿島石油が生産する製品を共同石油 と大協石油 とが引 き取る際の
2杜間での割合は,共 同石 油30:大協石油25(当初の鹿 島石 油へ の出資比率であ る30%:25%と
同 じ割合 に設定されていた)の ままで変わ らなか った。
40(40)第174巻 第1号
質414億100万円)を 計上 した。 そ して東亜石油は,73年度 から76年度 にか けて,
累積赤字61億3700万円(実 質227億400万円)を 計上 した。
こうした状況 の下,伊 藤忠商事は,1977年に東亜共石 と東亜石油の両 社への
経 営陣の派遣 を強化 し,ま た両社に対 して財務的 な支援 を行 った。 しか し,こ
の間の東亜共石 と東亜石油の平均操業率 は,東 亜共石名古屋製 油所が79.1%,
東亜石油川崎製油所が55。5%であ り,焼 け石に水 であった。 このため,東 亜石
油 は共同石油に対 して.金 利負担の軽減を 目的に東亜共石 の倍額増資への協 力
を要請 した。共同石油 はこの増資に応 じる こととした。
1977年6月,共同石油 は東亜共石 の増資 に対す る払い込みを完了 した。 こう
して.東 亜共石の資本金 は120億円にな った。 この増資 によ って東亜共石の株
主構成 は,共 同石油33、3%,東 亜石油49.1%,伊藤忠商事15.0%,アラ ビア石
油2.6%へと変化 した、 しか し,東 亜 共石の業績 は77年度 も回復 しなか った.
このため,共 同石油 ・日本鉱業 ・アジア石油 ・富士石油 ・鹿 島石油の5社 は,
共同石油 グループをあ げて支援する こととし,東 亜共石 に対 して11億円の融資
を行 った,,
3ア ジア共石における増資問題
アジア共石は,72年10月,坂 出製油所 の第1期 工事 を完 了 し,稼 動 を開始 し
た。 さ らに同社 は,74年10月,第2期 計 画常圧蒸留 装置能力9万BIDl。}を完
成 させ,合 計16万BIDの 稼動 を開始 した。 しか し,こ れ は第1次 石油 危機 の
影響下で は当然 なが ら過剰能力 とな り,坂 出製油所の稼動率は76年度で44箔に
す ぎなか った。 このため アジア共石 は、77年3月 期の決算で,経 常収支赤字47
億9700万円を計.Lし,累 積赤字 は214億2100万円 に達 した。 これを受 けて アジ
ア石油 は,ア ジア共石 の金利負担軽減のために資本金を倍 額増資 し,96億円 と
す ることを決めた。 この際 ア ジア石油は共同石油 に対 して,3分 の1の 出資
を要請 した。 共同石油 はこの増資の要請に応 じるこ とと し,77年9月,16億円
10)B!Dは「ハーレル/日」の略記号である。なお1バーレル=0.159klである。





















打診 し協議を開始した。昭和 シェルグループは,以前か ら精製能力が販売量に
追いつかないという 〈精販ギャップ〉を持ってお り,その解消のために,1976




じた。そ して、共同石油 ・東亜石浦 ・伊藤忠商事の3社 は
,79年12月11日,次
の ような基本合意 に達 した。す なわ ち,(1)昭和石油 は伊藤忠 商事 が保 有す る
東亜石油株式(発 行 済株式 の38.9%)のうち発行済株式25%を買い取 り.東 亜
石油 の筆頭株 主 として経営 を掌握す ること,(2)売却価 格 は過去1年 間の東 京
株式市場 の価格 をベース とす ること,(3)東亜石油 は精 製受託専門会社 とす る
こと,(4)伊藤 忠商事 は精 製所能力 の半分 に当 たる5万BIDの 固定 費 コス ト
相当額 を負担す ること,共 同石油 は80年1月か ら10年間,東 亜石油 に対 して原
油精製 を依託す ること,共 同石油への引 き渡 し製 品価格 は共同石油の仕 入価格
に見あ った もの とす ること,(5)束亜石油 の従業員 について は,本 社所属者 と
川崎製 油所 所属 者は東亜石 油 に残 り,他 は東亜共石 が引 き取 る こと,で あ っ
た1肱 これは,79年12月13日の石油審議会 と,同 月19Hの外資審議会 の了承 を
経 て,同 月20目に正式 に調印された.
この結果,東 亜石油の株主構成は,昭 和 石油25%,伊藤忠商事13.9%,住友
化学工業lO,2%,ジャパ ンライン8.7%.と なった。また,束 亜石油が所有 し
ていた共同石油 の株式 は,1979年12月18日に,日 本鉱業 ・アジア石油 ・富士石
油 ・鹿 島石油 の共同石油 グルー プの他 の精製4社 に譲渡された。共 同石油 の株
主構成 は、 この結果,1」本鉱業40,8%,ア ジア石油27。2%,富士石油22.5%,
鹿 島石油7.6%,金融機関L9%,と なった。
こ うして.共 同石油の成立 に当初か ら関わって きた東亜石油 は,共 同石油 グ
ループを離脱 したので ある13ン。
＼託料 を支払わ なければな らない(委 託料 は累計 で数百億円 に達す る といわれ た)と い うもので
あった。昭和 石油は,こ の契 約の解消を前提 に,伊 藤忠 と交渉 を進めた.「東屯共石,日 鉱へ売
却/東 亜石油 は昭石 グループに」 『石油文化』 第27巻第9号 ,1979年9月,
12)共同石油20年史編纂委員会 『共 圖石油20年史』 共同石油株式 会祉,1988年,345-346ペー ジ。
13)東亜共石の再建問題 は」979年11127日,共 同石油 グルー プ社長会 におい て,日 本鉱業が主導
して再建にあたるこ ととなった・ 日本鉱業 ・伊藤 忠商事 ・東 曲石油の3社 は,1979年口月11ロ.次
の ような基本合意 に達 した。す なわち、G〉日本鉱業は伊藤忠商事 に代わ り東亜共石 の経営 を
引 き受ける こと,(21束亜共 石の抱 える1979年度上期末約5a1億円の累積赤字は.東 亜共石名古屋
製油所の設備 を時価評価(500億円)し,そ の評価益]25億円 と実質100%の減資 による約』20億円
を差 し引いた残 り約280億円は,伊 藤忠商事か 負担する こと,で あった。,この結 果,東 亜共石 は,
1979年12月9Fr.99.99%の滅資を行い,資 本金を12万円 とし,減 資後の東亜共石の全株 式は,ノ
共同石油グルー プの解体(43)43




















'、1979年12月25Ll,日本鉱業 に譲渡 された,、そ して,東 亜 共石 は杜名を 「知多石油株式 会杜」へ と
変更 し,1980年1月26日,60億円 に増資を行 った・知多石油の株主構成は,共 同石汕33・3%,H
本鉱業61.7%.伊藤忠 商事5.0%,とな った,「東亜共石/知 多石油で新発足/東 亜石油は昭石 グ
ルーブに」 『石汕文化』 第28巻第1号,1980年1月,および,共 同石油20年史編纂委 員会、前掲
書.346-347ぺ一ジ乙,
M)「U)共 同石油の 主体性 の確 立 と共同石油 グルー プの内部管理の一体制 の確保 」のなか の・[1ホ1




結果,ア ジア石油の株主構成 は,共 同石油7%,三 菱化 成工 業48.7%,三菱商
事12%,三 井物産10%,金融機関等22.3%,とな った。
アジア石油は、1979年か ら,大 協石油 との間で,タ ンクの賃貸借や受委託精
製 とい った業務提携 を行 っていた。そ して,80年に入 ってか ら,大 協 石油が ア
ジア石浦 の株式 を取得 してい るとい う問題が表面化 した。実 は,三 菱 化成工業
は,77年にア ジァ共石の経営危機を受 げて,ア ジァ石油の経営 か らの撤退,す
なわ ち石油精製業か らの撤退 を決定 し,大 協石油 にたい して三菱化成工業 の所
有 するア ジア石油の株式(発 行株式 の48,7%)のすべてを買い取 るよ う要請 し
ていた1%そ して.三 菱化成工業が所 有す るアジア石油株式の大協 石浦への譲
渡 は,80年4月 に完了 していたのであ った1"。
これにたい して,共 同石油 は,共 同石油 グループ外 の石油企業であ る大協 石







































(5)共同石油とアジア石油 ・アジア共石との間の生産 ・販売関係は従来通 りと
し,長期的に継続すること,⑥ 原油調達などの面での共同石油と大協石油 ・
アジア石油の両グループ間の協力関係を促進すること,であっだ%
共同石油はこの調停案に応諾 した。しかし大協石油 とアジア石油は,共 同石
油がアジア共石の発行株式全体の3分 の1と,そ れにくわえて8株 を所有 して
いて,ア ジア共石の経営について共同石油が拒否権を有 しており,アジア共石






18)これは.こ うした譲渡 が行われれば,ア ジア石油について も共同石油 グループ内の鹿島石油 と
同様の経営方式が可能になる と,共 同石油が判断 した ことによってい る,
19)「資本提携間 題決着/ア ジア石油,大 協 石油の翼下に」 『石油 文化』 第29巻第2号.1981年2月,
13ペー ジご、
46(46)第174巻 第1号
ルー プ間で協議 し,新 しく諸契約を締結す るこ と,(3)両グルー プは,調 停案実
施のための所要 の話 し合いをすみやか に開始 し,可 能な事 項か ら順次実施す る
こと,で あった2α、,
大協石油 とアジア石油は これ に応諾 した、,そして,共 同石油 ・大協石油 ・ア
ジア石浦の3社 は,1981年1月27日,通 産大 臣 と資源 エネルギー庁長官の立 ち
会いの もと,合 意書 に調印 した,,これによ り,ア ジア共石 の株式 は,共 同石油
所有の3分 の1と8株 の うちの8株 を第三者で ある徳永久次石油公団総裁に譲
渡す ることとな り,こ の結果,共 同石油 の持 ち株 は3分 の1以 下に抑 え られ,
共同石油 によるア ジア共石の経営につ いての拒否権 は失われ ることとな った2聴)。
そ して,日 本鉱業 ・富士石油 ・鹿 島石油 の共同石油 グルー プ3社 は,1981年
10月8日,ア ジア石油か ら,そ れぞれ326万4000株,3社 合計で979万2000株の
共同 石油株 式 を譲 り受 けた。 この結果,共 同石油 の 株主構 成 は,日 本鉱 業
49。9%,富士 石油31.6%,鹿 島 石油16.7箔,金融機 関20行1.8%,となった。
さ らに3社 は同年10月末 に,各 社44万8000株づ つ,3社 合計で134万4000株の
共同石油株式 を放出 し,金 融機 関20行に譲渡 した。結局 ,共 同石油 の株主構成
は,日 本鉱業48、6%,富士石油30.3%,鹿島石 油15.5%,金 融機関20行5.6%,
となった、
こう して.共 同石 油の成 立に当初か ら関わ って きたア ジア石油 も,共 同石油
グルー プを離脱 したので あった。 これ もまた,東 亜石油 の場合 と同様 に,通 産
省が共同石油 グループの精製企業に対 して,優 先的 に精製設備枠 を与 えた こと





21)前掲記事 「資本提 携問題 決着」14ペー ジ。
共同石油グループの解体(47)47
系石油企 業集 約の要 となるべ く成立 し展開 して きた共 同石油 グルー プは,実 質
的 な解体を迎えたのであ った。
この後,共 同石浦 は.1992年12月に 日本鉱業 に吸収合併 され,「株 式会社 日
鉱共石」 とな った鋤。翌93年,こ の 日鉱共石 はさ らに 「株式 会社 ジャパ ンエナ
ジー」へ と社名を変 更 した。 そ して、2002年9月に ジャパ ンエナジー と日鉱金
属鋤 との間で共同持株会社 「新 日鉱 ホールデ ィングス」 を設立 し,そ の傘r企
業 として現 在にいたってい る2先
Vお わ り に
以 上,共 同 石 油 グ ル ー プ が 実 質 的 に 解 体 す る ま で の 過 程 を 見 て き た 。 最 後 に,
共 同 石 油 グ ル ー プ 企 業 の 増 資 の 意 味,グ ル ー プ の 解 体 の 意 味,そ し て こ の 過 程
に み ら れ る グ ル ー プ企 業 の 戦 略 の あ り方 に つ い て ま と め て,結 語 と した い 。
第1に,鹿 島 石 油 ・東 亜 共 石 ・ア ジ ア 共 石 に お け る増 資 は,第1次 石 油 危 機
後 の 石 油 需 要 の 低 迷 に よ っ て 稼 働 率 の 低 ト と設 備 の 過 剰 化 が も た ら さ れ,各 社
の 経 営 状 態 が 悪 化 す る 中 で,金 利 負 担 の 軽 減 を 目 的 とす る もの で あ っ た 。
第1次 石 油 危 機 時,通 産 省 は 石 油 製 品 に つ い て 体 系 的 な 指 導 価 格 を 設 定 した
22)共同石油 と日本鉱業は.1992年3月11日,臨時取締役会 を開 き,両社 の対等合併 を決定 した。
その内容 は,次 の通 りであ る、すなわち,〔1)対等合併 は、1992年12月1日付 けで行われ ること。
12)日本鉱業を存続会社 とし,杜 名は 「日鉱共石」 とす ること可箇 会長は笠原幸 雄 日本鉱業会長,
社 長は長島一成共同石油社長 とす ること,(41合併前の92年11月に,日 本鉱業が新設す る子会 社
へ非鉄金属部門の営業権 を譲渡す ること,等 であ った。 しか し,対 等合併 とはい って も,事 実 ヒ.
〕本鉱業 による共同石油の吸収合併で あった。渡部行IJOMO宣 言/シ ャパ ンエナジーの新た
な挑戦』TBSブ リタニカ,1994年,114-115ベー ジ。
23)脚注22)のなか の,(41の事項 によって設立された 日本鉱業 の非鉄金属部門の子会社 であ る・
24)よ り詳細 には.持 株会社方式に よって以 下のような経営組織の再編がされている・す なわ ち・
(1)2002年9月261」まで は.ジ ャパ ンエナ ジーが事 業持株会社 として 日鉱金属株式 の57.6%,口
鉱マナ リアルズ株式 の100%を保有 していた。(2)同年9月27日か らは.ジ ャパ ンエナ シー と日鉱
金属 との間で 共同持株 会社 として 「新 日鉱 ホー ルデ ィングス」 を設立 し,シ ャバ ンエ ナジー と日
鉱金属はその傘下に入った。日鉱 マテリアルズはジャパ ンエナジーの傘下企業の ままであ った。
13)03年4月1日か らは.ジ ャパンエナジーは 「シャパンエナジー電子 材料」に杜名変更 し,子
会社 として 「ジャパ ンエナ シー」社を新 設 した・ 日鉱 マテリア ルズは ジャパ ンエナジー電子材料
の子会社 とな った、そ して,(4)03年の秋 以降は,ジ ャバ ンエナジー電子 材料が電子材料部門 を
日鉱マテ リアルズに譲渡 し.ジ ャパ ンエナ ジー電子材 料自身は新 日鉱ホー ルデ ィングスに吸収合
併 される予定で ある。
48(48)第174巻 第1号
が,こ の体 系においては重油 の価格 よ りもガソ リンの価格が相対 的に高 く設定
され てお り,こ れは石油企業 のなかで もガ ソリンの販売比率 の高 い企業 に有利
で あった。 それ にた い して,ガ ソリン販売比率 の低 い石油企業,特 にコ ンビ
ナー ト・リフ ァイナ リーの精油所に依存す る石油企業 にとっては,こ の価格体
系は当然不利 にはた ら くものであった。
共同石油 グルー プはガ ソリン販売比率は全 国平均 を下回 り,C重 油の販売比
率 は高 くな っていたが,こ れ は精製設備 が コンビナー ト・リフ ァイナ リーを中
心 とす ることか ら起 きることであ った。鹿島石油 ・東亜共石 ・アジア共石 の3
社は ともにコ ンビナー ト・リファイナ リーの精製設備を有 し.価 格体 系の不利
を被 らざるをえなか ったのであ った。
そ もそ もこの3杜 は,共 同石油 グルー ブヘの所属 を戦略的前提 にす ることに
よって石 油精製 企業 として設 立 され た もの であ ったが251,こ れ はコ ン ビナー
ト・リファイナ リーによる石油精製 とい う方式が存在 したか らこそ設立 された
ので ある。その意味では,こ の3社 は.設 立当初か ら市場戦略 ・見通 しを誤 っ
た ものであ り,こ こでみ て きた増資の間題 は必然で あった とい えよう、
第2に,共 同石油 グループか ら離脱 した企業 のあ り方 についてであ る。
1つは,東 亜石油 のグルー プ離脱で ある。 これ は,経 営権 を握 った伊藤忠商
事が,自 社 の連結決算への影響 を懸念 し,東 亜石油の経営 か ら撤退 しよ うとし
た ものであ る、】そ して.東 亜石油の経営権は昭和 シェル グループに移行 し,東
亜石油 は共同石油 グループか ら離脱 した。
2つ 目に,ア ジア石油の グループ離脱 である,、これ は,経 営権を握 った三菱
化成工業 が石油精製業か らの撤退を決定 し,共 同石油 グルー プの預か り知 らぬ
ところで,大 協石油 にアジア石油の株式 を譲渡 していたのである。、
こ うして,共 同石油は,共 同石油設立 に参加 した当初の3社 の うちで は,日
本鉱業のみが精 製 し生産す る石油製品を販売す る こととなった。これ は共同石





















26)拙稿,前 掲論文 「石油業法か ら共販会社構想へ」.「共同石油(グ ループ)の 成立」.「共同石油
グルー プの展開」および本稿を踏 まえて,グ ルー プの解体 とい う結果 と通 産省の政策 との関係が
意味す ることにつ いて簡潔にまとめ てお く。 まず。通産省の当初 のね らいは.民 族 系石油企業の
精製 ・販売 とい う国内下流 部門全体 の集約,す なわち 「精販大合 同」で あった,,しか し,民族系
石油企業の経営 事情 のちが い,特 に日本鉱業 には 「金石両輪1と いう経営事情 もあ り,当面 はそ
の方針を転換 せざるをえず,結 局,実 現 されたのは販売部門の集約 のみで あった 、つ ま り,通産
省の当初のね らいは,そ の半分 しか実現で きなか ったので ある.そ の後,共 同石油 グルー プか ら
東亜石油 とア シア石 汕が離脱 し,共 同石油 グルー プが実質的な解体 を迎 えることによって,精 製
部門の 日本鉱業 と販売部 門の共 同石油 とは合併 で きたのである。通 産省の 当初のね らいであ った
「精販大合 同」は.日 本 鉱業 と 日本鉱業 の販売部 門を受 け持 った共同石 油 とが.「もとの鞘 に
戻 った」 とい うこ とで しか実現 され なか ったのであ る。つ ま り,通産省の 当初のね らいは.や は
り,その半分 しか実現で きなか ったのであ る.
